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Ａ市地域包括支援センターの現状と課題／後藤広史・小林良二

I．はじめに

2006年4月1日の介護保険法改正に伴い、各市町村に

「地域包括支援センター」が設置されることとなった。

地域包括支援センターの目的は「地域住民の心身の健

康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うこ

とにより、保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に

支援すること」（介護保険法第115条39条）である。

地域包括支援センターが果たすべき基本的な業務は、

①総合相談支援事業（高齢者がどのような支援が必要

かを把握し、地域における介護保険以外のサービスを

含む適切なサービス、関連機関や制度の利用につなげ

るなどの総合的な相談支援を行う事業）、②予防給付・

介護予防事業のケアマネジメント業務（介護予防事業

と新たな予防給付が効果的かつ効率よく提供されるよ

う、適切なマネジメントを行う事業）、③権利擁護事業

（高齢者の相談を総合的に受け止めるともに、訪問して

実態を把握し、必要なサービスにつなぐとともに、虐

待の防止など高齢者の権利擁護を行う事業）、④包括

的・継続的マネジメント支援事業（高齢者に対し、包

括的・継続的なサービスが継続されるよう、地域の多

様な社会資源を活用したケアマネジメント体制の構築

を支援する事業）の4つである。そしてこれらの事業を

円滑、適切に遂行するために保健師・社会福祉士・主

任介護支援員・経験のある看護師といった専門職が配

置されることとなり、連携しながら職務に当たること

となっている。

創設初期から運用を開始しているところでは、早２

年弱が経とうとしているが、地域包括支援センターが

「予防プランセンター化している」（シルバー新法2006）、

との指摘や、「制度が複雑で現場が混乱している」（鏡

2008：48）といったさまざまな課題が指摘されている。

また、地域包括支援センターが創設されるときにす

でに顕在化しつつあった、孤立・孤独死といった地域

の福祉課題が深刻さを増している。例えば2005年に内

閣府が行った「平成17年度世帯類型に応じた高齢者の

生活実態等に関する意識調査」によると、一人暮らし

高齢者世帯の30.7％（n=499）が「頼れる人がいない」

と回答している。地域包括支援センターは、上記４つ

の基本的な業務に加え、ますます深刻化してくるこの

様な地域の福祉課題に対しても重要な役割を担ってい

くことが期待されている。

本稿は、東京都A市にある９つの地域包括支援センタ

ーに対して行った聞き取り調査をもとに、その現状と

課題を明らかにすることを目的としている。地域包括

支援センターに対する量的な調査はすでに蓄積されて

きているが、聞き取り調査によって現状と課題を明ら

かにした調査は数少なく、しかも同一市すべての地域

包括支援センターに行ったという点で、本調査は今後

の地域包括支援センターの在り方を考えるうえで有用

な知見を提供することが出来ると思われる。

II．A市の概要と地域包括支援センターの特徴

1．Ａ市の概要

調査報告に入る前に、調査対象地域である東京都A市

の概要について述べておく。A市は、東京都のほぼ中央、

多摩地区の南東部に位置しており、都心から鉄道で15

分程ほどでアクセスできる住宅地である。平成19年1月

1日現在、人口は213,800人であり、高齢化率は17.44％

となっている。

２．「生活支援見守りネットワーク」事業

A市は地域包括支援センターを核として、生活支援見
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核として見守りネットワークを構築している。現在ま

でに全ての地域包括支援センターでその実施体制が構

築完了している。

II．調査方法

2007年11月29日から2008年1月11日にかけて、A市に

ある9つの地域包括支援センターに対して聞き取り調査

を行った。調査は先行研究に基づいて質問項目を設定

し、これに基づいて行った（巻末資料参照）。ただし、

必ずしもこれに基づいてリジットに行ったわけではな

く、聞き取りが出来ていない項目もある。聞き取りに

かかった平均時間は約90分である。上述したように、

地域包括支援センターには専門職が配置されているが、

インタビュイーの職種は特にこちらから指定をせず、

複数の人に対して行うこともあれば、1人だけに行うと

いうこともあった。聞き取りの内容は許可を得た上で

録音し（1）、分析に供するためトランスクリプションを

行い、それに基づいて執筆者らで分析を行った。なお、

文中に「 」で表記している個所は、インタビューに

得られた回答をそのまま記述している個所である。「 」

の記述の後にあるアルファベットは、地域包括支援セ

ンターのI.Dを表す。

守りネットワーク事業を展開している。この事業は、

地域支え合いの福祉の実現を目指して、地域住民、関

係機関、協力団体及び市が相互に連携し合うネットワ

ークで、「生活支援」と「見守りネットワーク」の２つ

の事業を併せ持っている。生活支援事業とは、ひとり

暮らし高齢者等に対し、登録ボランティアが「ちょっ

とした手助け」を提供する取り組みのことである。こ

のちょっとした手助けを「受ける側」と「提供する側」

の橋渡しを行うコーディネート役を地域にある財団法

人が担当し、平成18年5月以降、B地域でモデル事業と

してスタートし、現在市内全域に事業が広がっている。

見守りネットワーク事業とは、地域住民、協力団体

等が、日常生活または業務活動の中で、地域の高齢者

などの異変や生活上の支障等に気付いたら（1.発見）、

その情報を最寄りの地域包括支援センターに連絡し（2.

通報）、地域包括支援センターが対象者の現状把握と即

時対応（3.対応）を行う一連の事業のことである。そし

て、その後も継続的に見守り、状況に応じた福祉サー

ビス等の提供（4.見守り、福祉サービスの提供など）を

行う事業である。また、この事業は高齢者への家庭内

虐待等に関する情報も扱う。平成15年11月から市内のC

地区においてモデル実施を行い、平成16年度からは、

地域包括支援センター「a」での本格的な構築・運用を

皮切りに、現在、市内９つの地域包括支援センターを
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表III-1 調査対象地域包括支援センター一覧と各地域の状況

I  D

法　　　　　人

担当地区人口（人）
高齢者人口（人）
前期高齢者（人）
後期高齢者（人）
高 齢 化 率（％）
人　員　換　算
聞き取り調査日

a

医療法人

20,315
3,768
2,209
1,559
18.55%
4人

H20.1.11

b

社会福祉
法　　人

21,792
4,285
2,246
2,039
19.66%
4.5人

H19.12.19

c

財団法人

33,739
5,627
3,218
2,409
16.68%
6人

H19.11.29

d

株式会社

23,054
4,266
2,525
1,741
18.50%
4人

H19.12.20

e

社会福祉
法　　人

24,637
3,760
2,053
1,707
15.26%
4人

H20.1.11

f

医療法人

25,122
3,501
2,154
1,347
13.94%
4人

H19.12.21

g

株式会社

22,154
4,330
2,454
1,876
19.55%
4人

H19.12.21

h

社会福祉
法　　人

22,115
3,309
1,876
1,433
16.45%
4人

H20.1.11

i

社会福祉
法　　人

22,872
4,437
2,773
1,664
19.40%
4人

H19.11.29

IV．結　果

１．相談内容全般

（１）相談件数

相談件数の年間トータルは表IV―1の通りだが、月平

均でみると少ないところで150件（ｆ）、多いところで

300件を数えるところもあり（i・d・e）、ばらつきが見

られた。この結果は、地域での認知度、地域ごとの高

齢化率の差によるものと推察される。例えば、「ｆ」が

担当している地域は高齢化率が低く、これが相談数に

反映されている可能性がある。「（相談件数は）少ない

※人口・高齢化率などは平成19年1月1日現在のデータ

───────────────────────────────────────────────────────────
（1）辞退したところは、メモを取らせていただき、これを分析の対象とした。
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方だと思う。高齢者人口自体がA市内9包括中一番少な

い。A市の平均は17％だが、当該地域は13％くらいであ

る」（ｆ）。ただし「何を相談とするのかという定義の

問題がある。より記録を入れるよう努力しているので

数字だけ見ると件数そのものは増えている」（g）とい

う発言にもあるように、なにをもって「相談」とする

かは難しいところであり、単純に数字だけをみて相談

件数の多少を判断できるものではないということには

留意する必要がある。

相談の方法は電話によるものが多いが、地域包括支

援センターの立地する場所による違いが見られた。例

えば「b」は、街中から少し離れたところにあり、次の

ような発言があった。「ここの地区は面積としては広く、

西の端の施設群の一角にあり街中ではない。eやcは市民

の方が住んでいる近くなので相談に行きやすいが、来

所よりは電話をいただき訪問することが多い」（b）と

いう。一方「g」は、商店街の中に立地しており、訪問

よる相談が多い。「他の包括に比べると来所が多い。と

いうのは、地理的に恵まれていて、商店街の裏なので

買い物帰りに寄る人が多いし、駅の近くでもあるので、

家族の方が仕事帰りに寄るということも可能」（g）。地

域包括支援センターは地域に密着した活動をしていく

必要があり、その意味において立地も活動を考えてい

くうえで大きなポイントであると思われる。

（２）相談者の種類

相談の多くは、問題を抱えた本人からによるものと

いう点では各地域包括支援センターとも共通している

が、それに続くものは違いがみられる。「e」では本人に

ついで福祉機関からの相談が多いが、その他の地域包

括支援センターは、親族からの相談が多い。この違い

は何から生じるのかは不明であり、先ほどの相談件数

のカウントの件と合わせて検討課題である。他には、

民生委員や近所からの通報があると回答したところも

多く、地域包括支援センターが地域の相談窓口として

認知されつつあることが伺われた。

（３）相談の傾向

相談の傾向としては、やはり介護保険の手続きに関

する相談が多い。介護保険以外の相談では、高齢者一

般施策に関する相談が多いようである。興味深いのは、

母体である法人によって相談の傾向に差異が見られる

点である。医療法人が母体となっている「ｆ」「a」では、

当然のことながら併設施設として病院を持っているた

め、「退院後の行き先がない」、「病院から在宅生活に向

けてのどうしたらよいか」という相談が「他の包括に

比べて多いような印象」（a）であるという。設置法人に

表IV-1 Ｈ18年度Ａ市地域包括支援センター相談内容実績(延べ数）

通所入浴
生活支援ショート
軽度生活援助
日常生活用具
住宅改修
配食サービス
おむつの給付助成
はいかい探知機
緊急通報システム
その他

介護予防デイ
運動機能向上
転倒予防
低栄養予防
口腔ケア
訪問指導
その他

保健・医療
介護相談
経済・住宅問題
介護保険(居宅)
介護保険(施設)
その他

相談内容合計

市の施策

地域支援事業

介護予防プラン数

その他の相談

a

4,270

12
1
16
67
22
302
157
12
23
48

61
11
19
8
1
0
20

291

475
256
50

1,796
206
416

b

4,196

6
0
2
114
23
140
68
4
34
23

34
35
7
2
1
0
5

434

570
700
227
1,310
72
385

c

5,588

6
0
10
242
104
507
190
26
78
47

46
25
42
43
1
1
10

535

337
291
60

2,552
221
214

d

3,519

1
0
8
117
15
195
162
0
31
19

11
11
24
12
2
0
10

478

202
516
87

1,317
46
25

e

3,358

23
0
1
82
44
84
60
7
20
11

33
34
42
9
1
1
25

270

533
130
92

1,499
132
225

f

1,915

13
0
2
37
45
84
41
2
27
70

8
4
14
1
0
1
7

303

130
101
29
829
61
106

g

2,837

5
0
12
66
13
127
58
3
25
64

3
8
4
2
0
0
15

391

155
532
119
967
38
230

h

1,971

12
5
1
65
40
108
66
1
16
15

14
1
4
5
0
0
25

346

91
50
30
907
68
101

i

2,490

4
0
2
71
47
227
72
17
32
11

18
19
13
7
0
0
10

451

58
177
30

1,067
23
134

j

30,144

82
6
54
861
353
1,774
874
72
286
308

228
148
169
89
6
3
127

3,499

2,551
2,753
724

12,244
867
2,066
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抱えていることがわかった。

（６）現状で足りないと思うサービス

現状で足りないと思うサービスについて尋ねたとこ

ろ、「緊急の時のショートステイ。虐待の時にぱっと入

れるというものがないので緊急時に心細い。また、虐

待でなくても、介護者が倒れた場合に、要介護状態の

人が一人で残されてしまっている期間など。医療的な

ところで少し受け入れてくれるとありがたい」（a）。ま

たこれと関連して、「ショートステイが全般に少なく、

介護疲れで使いたい方がいてもなかなか使えない」（b）

という意見が聞かれた。地域において、緊急避難的な

サービスが求められていることがわかる。こうしたサ

ービスは安易な施設入所を防ぐためにも今後必要であ

ると思われる。また、「若年層（50代・60代の方）の2

号被保険者で障害を持つ人のデイサービス」といった

意見も聞かれた。

先の対応困難なケースとの関連では、「在宅での精神

疾患のサポート体制をとってくれる機関。精神疾患の

ときのサービスが必要だと思う」（e）という意見のほか

に、「サービスではないが、一部の先生しか包括の業務

に協力的でない。クリニックや病院という医療の場か

ら出ようとしない」（d）、「往診してくれる医者」（e）と

いった意見が聞かれ、医療や保健サービス・マンパワ

ーに対する要望があることがわかった。

２．基本事業の相談の傾向と課題

（１）介護予防ケアマネジメント事業

前述したように、地域包括支援センターは創設当初

「予防プランセンター化」していると言われたが、A市

の地域包括支援センターに限って言えば、現在のとこ

ろ介護予防プランの作成は落ち着いてきているようであ

る。平均的にみると、月80件から100件のプランを作成し

ていることがわかった。ｆは、「立ち上げ時から落ち着い

てしまっている。もう少ししなくてはいけないのではと

感じている。委託数もかなり少ない」（ｆ）と回答してい

たように、プラン数の多少は担当地区の高齢化率が影響

しているものと思われる。この状況についてｆは「他の

包括は予防でいっぱいいっぱいになっているということ

を研修会などできくので、ほかの仕事ができるという意

味ではよいのではないか」（ｆ）というように肯定的に評

価していた。これは裏を返せば、やはり立ち上げ当初、

よる地域包括支援センター業務の差異という点を分析

している調査は筆者らの管見では見当たらず、今後の

調査に向けて興味深い結果であるといえる。

（４）孤独死・徘徊

数こそ少ないものの、ほとんどの地域包括支援セン

ターで孤独死や徘徊の問題が発生しているとの回答が

得られた。ただし、孤独死に関しては、包括が関わっ

ていなければ、必ずしも連絡が来るわけではないので、

この数字は氷山の一角であるという可能性もある。ま

たそもそも、孤独死とは何なのかという定義の問題も

ある。いずれにしても、どのような対策をたてても、

「一人で亡くなること」は完全には防げない。それゆえ、

現場サイドでは、何を「よし」とするかという点で悩

みを抱えていた。「配食と配食の間で応答がなかったの

で入ってみたら亡くなっていた場合、『配食が入ってい

なかったら発見が遅れていた、見つかってよかった』

という評価になるのかどうか。でも本当は、発見の時

期によっては亡くならずにすんだかもしれない。だか

らといって早く発見する方法があるわけではないのだ

が……」（e）。

（５）対応困難なケース

対応困難なケースとしては、精神疾患が絡んだケー

スに困難を感じているようであった。この場合、地域

包括支援センターが主にターゲットとする福祉課題を

抱えた高齢者そのものが精神疾患を抱えているという

場合と、その人を取り巻く家族や支援におけるキーパ

ーソンが精神疾患を抱えている場合がある。後者の例

をあげると、「（高齢者が）精神疾患のある娘や息子と

暮らしていて、周りからみても同居しているから大丈

夫、とノーマークになっている」（b）というようなケ

ースである。

精神疾患以外では、「一人暮らしの高齢者で認知症が

進み生活がうまくいかなくなったようなケース。これ

にお金がないなどの場合が対応困難。（中略）とにかく

金銭的な問題があり、そこに介護の問題・住宅の問題

が重なってくるとそれが対応困難ケースになる」（ｆ）

といった、いわゆる「多問題ケース」の支援に困難を
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多くの地域包括支援センターが、介護予防プラン作成に

追われていたことを示唆している。

平成19年度より、基本健康診査における特定高齢者

把握のチェックリストが緩和されたことにより、包括

に特定高齢者として報告されてくる人が増えてきてい

るようである。「19年度からチェックリストの基準が緩

やかになり、月20人以上報告がくるようになった。」

（ｆ）。しかし、リストとして上がってきた人々が必ず

しもサービスに結びついているとは言いがたいのが現

状である。「（電話での）反応としては、途中で切られ

る、最後まで聞いてくれるが、断られる、サービスに

結びつく、これら３タイプあり、サービスに結びつく

方は、20名中２～３名程度」（i）。それゆえ「（チェック

リストの）対象となっている人々が、必要性を感じて

いない。また、専門職としても（介護予防の）必要性

があるのか疑問となってしまうことがある」（i）という、

制度そのものに対する疑問も聞かれた。

一方で市のＰＲ活動の効果により、確実に介護予防

の意識が根付いてきている地域もあり、地域間で介護

予防事業が活発な地域とそうでない地域があることが

うかがえた。「予防に対する意識は高くなってきたと感

じる。市の方でも説明会を開催しており、人数の集ま

りも良いと聞いている。報告が上がってきた人に対し

て電話で説明をしても、聞く耳をもってきてくださる

方が増えており、やりやすくなっている」（ｆ）。「電話

をしても断られるしアポもとれないしという状況が重

なっていたが、介護予防の教室が開かれ、介護予防の

言葉が聞かれるようになってきた。また包括の職員も

だんだん介護予防の説明に慣れてきた。A市の方では体

操教室が満員の状況で、かなりたくさんの人、7～8割

の方が、電話をかけると行ってみようといってくださ

る」（h）。

（２）総合相談事業

総合相談事業の傾向として、回答が得られたところ

では、「介護保険全般と一般施策に関する相談が多い。

また、入退院に関する相談が多い」（c）、「ごみ出しのト

ラブル・近所とのトラブルなどの相談」（d）、「なんで

もありの相談をうけている。傾向は在支のときと地域

包括支援センターの時と比べあまりかわらないような

気がするが、あえて言えば権利擁護に対する意識が変

わってきているように思う」（ｆ）、「介護保険の手続き

や市の一般施策などの情報提供が多い。地域にある市

の窓口のような相談が多い」（i）などの回答が得られた。

さまざまな相談が持ち込まれ、ワンストップ相談窓口

として地域包括支援センターが認知されてきているこ

とが伺えた。

（３）権利擁護事業

権利擁護事業に関しては、虐待・金銭管理・悪徳商

法の問題などが地域で起きているようである。また、

悪質訪問販売などの被害が多発している地域もあり（i）、

クーリングオフの代行をしているところもみられた（e）。

そしてこれらの問題の対応について苦慮しているこ

とがわかった。具体的には、「（こういった）相談を、

振り分けるだけの力を包括の社会福祉士がもてるかど

うかが重要だと感じているので、月一回の勉強会を開

催している。ただ、包括の社会福祉士によって考え方

が違うところもある。それぞれの考え方や力量による

のではないか」（ｆ）、といった自らの仕事の専門性や

力量に関する悩みや、「（こうした問題に対しては）成

年後見人制度や日常生活自立支援事業などを援用して

いるが、使いにくい」（b）というように既存の制度の

使いにくさを指摘するところもあった。反面、「日常生

活自立支援事業は有効」（e）と制度を評価するところも

あった。

３．その他の事業について

（１）「生活支援見守りネットワーク」

A市が行っている「生活支援見守りネットワーク」事

業は、現時点では「見守り」よりもPR活動の役割を担

っているようであった。商店街・老人クラブなどを中

心にPR活動をしているようである。その結果通報件数

が増えたり、地域包括支援センターの知名度が上がっ

て成果がでているようである。「「生活支援見守りネッ

トワーク」で知ったので（相談に）来たという件数は

把握していないが（中略）通報件数でいうと、今は相

談は1月3-4人だが、以前は1人あるかないかだったこと

を考えると増えているといえる」（g）、「上がってくる

通報件数は民生委員に比べると少ないが、そこの地域

で困っている人がいればすぐに連絡をとってくれるケ

ースが何件かある。予防事業の声かけもなる。「生活支

援見守りネットワーク」事業は本当に大事なんだなと

この1年半感じている。「生活支援見守りネットワーク」
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かれたりする。病院の職員食堂を利用している者もい

るので、そのときに会って話したりしている」（h）。

６．外部との連携

（１）相談協力員との連携

地域包括支援センターには、「相談協力員」と呼ばれ

る人々が配置されている。相談協力員は、援助が必要

な地域の高齢者に保健福祉サービスの紹介を行うとと

もに、地域包括支援センターを通じて具体的な援助が

受けられるよう両者のパイプ役として活動する人々で

ある。市の広報によって募集された人々（高齢者福祉

に関心があり、ボランティアとして活動できる方で、

市内在住のおおむね65歳未満の人）が、それぞれの地

域包括支援センターに配置される仕組みとなっている。

それぞれに約4～6名の相談協力員が配置されており、

民生委員が相談協力員をかねている場合もあった。

相談協力員は、上記の役割以外に、年に一回の一人

暮らし高齢者世帯に対して訪問調査を行っている。ま

た地域包括支援センターによっては、「地域ケア会議・

ケアマネ交流会に出席をしてもらっている」（d）とこ

ろもあった。「長年やられている方が多く、地域住民と

の関係性もできており、サービスにつながる可能性が

高い」（c）、「（訪問調査の際は）aの連絡先を置いてきて、

1時間から1時間半くらい時間をかけてゆっくり話をし

ているようで、また同じ人に来てほしいという高齢者

の方がいるし、相談協力員も1年後でなくもっと行きた

いという人もいる」（a）という発言に見られるように、

重要な役割を担っているようである。

一方で、「相談協力員さんは皆さんお忙しい方が多い」

（b・ｆ）、「専門家ではないから見守りはお願いはでき

ない」（g）という意見もあり、ボランティアなので、

何をどこまでお願いしたらよいかという点で悩んでい

るところもあった。

（２）相談協力員以外の連携

相談協力員以外で頻繁に連携をとっている人や団体

としては、「民生委員の動きがとても良い。地域にずっ

と住んでいる人が多く、あまり交替もない。受け入れ

もよく、見守りネットワークの担当者が行くと通報や

連絡を積極的にやってくれる」（a）、「民生児童委員とは

よく連携をとっている」（c）、「民生委員からの通報が多

い、一緒に行きたかったり包括に任せたいケースは電

による通報は2件-4件」（h）。しかしながら、「網の目を

細かくするといろいろなお客さんがひっかかってくる。

騒音や、娘が嫁にいかないといった、これは包括では

ないだろうという相談がある」（e）、「今後は「生活支援

見守りネットワーク」事業をどうしていくのか課題」

（ｆ）、といった「生活支援見守りネットワーク」活動

に対する課題をあげるところもあった。また活動業務

が曖昧であるせいか、離職率が高いようで、「担当した

職員のやる気・意欲を持ち続けるのが難しいと思って

いる」（e）という回答も聞かれた。

４．介護保険以外の一般施策との関係

介護保険以外の一般施策に関する相談では、配食サ

ービスに関する相談が多いようであった。A市の配食サ

ービスは、当然のことながら、申し込んだ人のすべて

が使えるものではなく一定の基準が設けられている。

そのため「民間の配食サービスもずいぶん参入してお

り、必ずしも市の配食サービスがよいとは限らない」

（b）という意見もあるように、民間の業者と比べて必

ずしも使い勝手がよい状況ではなく、民間の業者を紹

介することも多い。

しかしながら、市による配食サービスの「見守り」

機能を評価するところもあった。「市の配食は安否確認

になる。配食の人が一言二言話してくれるのを楽しみ

に待っている人もいる。公的配食サービスでは、どの

範囲での安否確認をやってほしいかを確認書で聞いて

おり、何かあったら家の中まで入るのは、おそらく民

間ではできない」（a）。

５．内部での連携

ほとんどの包括が月一回、法人内でもっている事業

のスタッフを集めて、ミーティングを持っていた。法

人内事業の窓口が一般化している「c」では、「包括が休

みの日曜のフォローをしてもらったり、権利擁護の際

などのケアマネの支援もできている」（c）、とのことで

あった。また、医療法人が母体の「h」では、病院との

連携を密にとっている様子が伺え、ここでも法人間の

差異が出ていることがわかった。「利用者が入院したと

か、退院後こちらで相談を受けるという場合には連携

がある。また、病院のMSWとこちらで連携しており、

地域ケア会議には参加してもらっているし、病院のわ

からないことをMSWに聞いたり、逆に在宅のことを聞
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話を入れてくれたり、様子を見て変わったときに報告

してほしいなどとお願いしている」（ｆ）、「民生委員と

の連携では、この地域ではよく動いてくれる方が多く、

困難といわれるケースについても協力しながらすすめ

ている」（g）という回答が聞かれ、多くの地域包括支

援センターで民生委員と頻繁に連携をとっていること

がわかった。ただし、iに関しては、民生委員との連携

が他のところと比べて取れていないようである。

その他連携をとっている人（団体）としては、自治

会、町内会、陽だまりサロン、老人クラブなどの回答

が得られた。

（３）現時点で連携の取れていない団体とその働きかけ

現時点で連携の取れていない組織に対しては、以下

のような回答が得られた。「今は自治会をがんばってい

こうとしている。他には商店会、民生委員、老人クラ

ブ、銀行・郵便局、セブンイレブン」（a）、「商店、コン

ビニ、病院、地域福祉センター、老人会を中心に回っ

ている。病院との連携がこれまでとれていなかったこ

とがあり極力全部に声をかけるようにしている」（b）、

「金融機関と連携を図るようにしていく予定である（c）、

「町内会･自治会との関係づくりをやりはじめている」

（ｆ）、「ボランティアグループにもう少しいろいろPRし

たり、包括がボランティアグループのことを理解して

いったりしていきたい」（h）、といった回答が得られた。

（４）外部との連携をしていくにあたっての課題

上記のような外部の団体と連携していくにあたって

の課題を聞いたところ、自治会に関しては、「自治会長

が毎年変わるので、持っている情報も無くなってしま

う」（c・ｆ）という問題や、そもそも自治会そのものが

「ほとんど活動ができていないところが結構多い」

（ｆ・e）という回答が得られた。

また、「民生委員の後任がいない」（g）という課題や、

「コンビニについては3年前ほど担当者が試みたが、う

まくいかなかった実績がある。意識のあるオーナーが

店にいればよいが、そうでないと連携がしづらい」（e）、

「派出所以外の交番は交代勤務なので、以前、関わりに

くい方のことで交番に相談にいったが、包括のことも

よく理解してもらえない」（b）という声がきかれ、組

織的な連携をしようと思っても、窓口が変わってしま

うことで連携をうまくとることが出来ない状況がある

ようである。

また、外部との連携をとっていくにあたり、ほとん

どの地域包括支援センターで言及していたのが、個人

情報保護法による情報の共有の難しさである。「地域住

民が知り得た個人情報をどの程度秘密保持させられる

か、専門職として葛藤がある」（i）、「自治会長は、個人

情報の関係や、1年ごとに交替するので連絡先などの状

況がつかめず、連携をとれていないのが実情」（b）、

「自治会長は毎年変わるので、持っている情報も無くな

ってしまう。またこれも個人情報の絡みで公開がむず

かしという現実もある」（c）。地域での包括的な支援を

していくにあたっては、様々な機関が同じ情報を共有

して支援にあたることが求められる。とすれば、地域

包括支援センターの活動を考えたとき、個人情報保護

法との付き合い方は、今後の大きな課題になると考え

られる。

（５）市との連携における課題

市との連携における課題に付いてたずねたところ、

地域包括支援センターと最も関わりの深い高齢福祉課

に関しては「一緒にやっているという感じ」（g）とい

う回答に代表されるように、うまく連携が取れている

様子が伺えた。しかし、ほとんどの地域包括支援セン

ターで言及していたのが、市の内部での連携について

である。「介護保険課・高齢福祉課・生活福祉課が市の

中で連携が取れていない。縦割りの弊害を感じる。ケ

ースによっては複数の課にまたがるので、連携をとっ

てもらいたい」（d）。対応困難なケースとして「他問題

ケース」があがっていたことを想起すれば、市の内部

で連携が取れていない場合、こうしたケースへの対応

はさらに難しくなってしまうだろう。

その他、「支援地域包括支援センターに各事業が任さ

れており、各地域包括支援センターのやり方になって

しまうので、市としてもう少し具体的に示してほしい

と感じる」（a）という業務の基準を設けてほしいという

要望や、「地域住民への事業のＰＲをしてほしい」（i）

という要望も聞かれた。

７．地域ケア会議について

地域包括支援センターでは、民生委員やケアマネー

ジャーなどを含めた「地域ケア会議」を年３回以上行

うことになっている。これは、複雑な問題を抱える利



PR
OJ

EC
T

1

20

東洋大学／福祉社会開発研究　創刊号（2008年3月）

会資源の少なさ、個人情報保護法による情報の共有の

困難、地域包括支援センターの認知度の低さ、社会資

源側の問題（活動自体が活発でない・受け入れ窓口が

変わってしまう）で、それすら難航しているのが実情

のようであった。地域での包括的な支援ということを

考えたとき、③で得た関係性をベースに、②をどのよ

うに進めていくかというのが今後の地域包括支援セン

ターの課題であろう。今後は、民生委員や自治会とい

った具体的な地域の社会資源に対して調査を行い、そ

れを可能にするためには何が必要なのか明らかにして

いきたい。
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用者に対して、事例検討等を通じてケア会議参加者の

連携を深め、サービスの質的向上と関係者のネットワ

ークの構築を目指す事業である。

医療機関との連携に力を入れ、医療相談員の人を呼

ぶようにしているところ（b）や、先にあげた相談協力

員を呼んでいるところ（d）があった。地域ケア会議の

内容としては、「認知症の勉強会」「消費者被害」「う

つ・とじこもり」「日常生活自立支援事業」など、近年

対応が急がれている課題について取り上げているとこ

ろが多かった。

V．まとめ

本調査は９つという極めて少数のサンプルに対して

おこなった調査であるため、当然のことながら結論を

一般化することはできない。しかし、かぎられた範囲

の調査であるにもかかわらず、「支援困難ケース」、「外

部との連携」、「市との連携」などの項目において、共

通した課題を持っていることが明らかとなった。

また同時に、同一市で同じ業務をしているにも関わ

らず、「相談の傾向」、「介護予防ケアマネジメント事業」、

「生活支援見守りネットワーク」などの項目で事業の評

価が分かれていた。もちろんこうした違いは、地域包

括支援センター自身の内的な要員（インタビュイーの

専門性・当該事業所の稼動年数）等によるものもあろ

うが、当該地域の地域性による外的な要因が大きいと

思われる。地域に根ざした活動が期待される地域包括

支援センターの役割と機能を考えるにあたっては、こ

うした差異を「問題」とみるのではなく、地域性を表

すバロメーターとしてみることが重要ではないだろう

か。

今後の研究の課題として、地域包括支援センターの

法定業務の評価だけにとどまらず、利用者に対する具

体的な支援というレベルで、その役割と機能を分析し

ていくことが必要である。この場合、①問題を抱えた

当事者やその家族に対する個別的・直接的な支援、②

地域にある社会資源のネットワーク化、③社会資源そ

のものに対する支援（働きかけ）という３つのレベル

に分けて考えることが出来ると思われる。こうした視

点から今回の調査結果を再度眺めてみると、現時点で

地域包括支援センターは①と③が中心で、②は実現で

きていない。しかも支援困難ケースの支援における社
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1．貴センターに相談に来る人たちや相談内容について教えて

ください。

A．相談件数はどれくらいありますか

B．誰からの相談が多いですか？

C．特にどのような相談が多いですか？（2の項目以外で）

D．孤独死・徘徊などの相談はありますか

E．対応困難なケースはどのようなものですか

F．現状で足りないサービスとはどのようなものだと思います

か

２．貴センターの各事業の相談の傾向と運営の課題について教

えてください。

A．包括的支援事業ついて

（1）介護予防ケアマネジメント事業（介護予防プラン契約作

成／特定高齢者についてなど）

（2）総合相談支援事業

（3）権利擁護事業（日常生活自立支援事業との関係についても

含む）

（4）包括的・継続的ケアマネジメント支援

B．指定介護予防支援事業

C．その他の事業

（1）特定高齢者の把握に関する事業

（2）生活支援見守りネットワーク

（3）介護保険以外の一般施策との関係

（4）緊急通報の処理について

（5）その他の事業

D．支援センター連絡会ではどのようなことが課題として話し

合われますか？

３．貴センターの連携の状況について教えてください。

A．内部での連携

（1）内部の事業間の連携のためにどのようなことを行っていま

すか？行っていればそれによる効果は何ですか？

B．外部との連携

（1）相談協力員は何名いますか？また、どういう人が相談協力

員になっていますか？そしてどのような役割を担ってもらって

いますか？

（2）相談協力員以外で、頻繁に連携をしている組織や人にはど

のようなもの（人）がありますか（いますか）（1）

（3）現時点で連携の取れていない組織や人に対して、誰がどの

ような働きかけを行っていますか？また行う予定ですか？

（4）外部との連携をしていくにあたっての課題はなんですか？

C．市との連携における課題はなんですか？

D．地域ケア会議には、どのような人々が参加していますか？

またどのようなことを行っていますか？

４．貴センターの行政との関係について教えてください。

A．行政に期待することは何ですか？

５．地域包括支援センター運営協議会について教えてください。

・委員総数（ ）人／平成18年度開催回数（ ）回

────────────────────────────

（1）自治会／町内会／民生委員／ボランティアグループ／

NPO／PTA／青少年育成協議会／老人クラブ／商店会／医師

会／歯科医師会／その他

相談件数

誰からの相談が
多いか

a

1月から11月
まで1560件。
毎月だと150-
250件前後。

本人からが多
く、次いで同
居家族で、そ
の次が別居家
族。

b

相談件数は毎
月200件前後。
ここの地区は
面積が広く、
他のセンター
と違いなかな
か相談に来に
くい。電話を
いただき訪問
することが多
い。

家族・親族か
らが多い。あ
とは福祉機
関、医療機関
からもある。
民生委員や近
所の方からも
相談がある。

c

H19年度は相
談件数が190
件増加。市と
各地域包括支
援センター9
カ所がオンラ
インでつなが
り、入力作業
をきちんとす
るようになっ
た。これが統
計に反映。

―

d

250-300件。
ただしこちら
かの働きかけ
も含む

70％が本人。
15％が家族。
残り15％がケ
アマネなどの
福祉関係。民
生委員の相談
も少なからず
ある。

e

多い時で300
件、少ない時
で240件。

半分以上が本
人からの相
談。次いで福
祉機関からの
連絡。3番目
が同居家族。
4番目が別居
家族。

f

月150件くら
い。10月の分
で考えると、
電話が61件・
訪問が71件。

家族／本人か
らの相談が一
番多い。（近
所からの通
報）もある。

g

件数そのもの
は増えている
が、実感とし
ては4月から
変わらない。
電話が一番多
く、次が訪問、
来所の順。地
理的に恵まれ
ており、来所
が多い。

本人の相談が
多い。あとは
同居家族、別
居家族。近隣
からの通報
は、月に2-3
件。

h

毎月240件-
270件。うち
電話での相談
が150件くら
い。来所は
35-40件。訪
問が70-80件。
相談が本人か
ら来る場合は
90-100件。通
報は少ない月
で2件、多い
月で5件。

本人からが
90-100件と一
番多い。同居
家族からが
40-50名、別
居家族が20件
ほど。医療機
関は6件ほど。
通報は2件、
多い月で5件。

i

相談件数は、
月300から250
ぐらい。

―

【巻末資料 2】回答一覧

【巻末資料１】インタビュー項目
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相談の傾向

孤独死・徘徊の
相談の有無

対応困難な問題

現状で足りない
サービス

介護予防ケアマ
ネジメント事業

総合相談支援事
業

a

施設を併設し
ているせい
か、ショート
ステイや次の
施設の行き場
がないという
ことで、施設
探しを頼まれ
ることが多
い。

昨年1年で孤
独死が4件あ
った。市の徘
徊探知機はと
ても活用され
ていると思
う。

家族関係や経
済的、身体的
なものが複雑
に絡んでいる
ケース。拒否
が強い、認知
症の症状が強
い、本人と家
族が思い描い
ているところ
が違う等のケ
ース。キーパ
ーソンに精神
疾患がある場
合も対応が難
しい。

緊急の時のシ
ョートステ
イ。虐待の時
に緊急時に心
細い。また、
介護者が倒れ
た場合に、要
介護状態の人
が一人で残さ
れてしまって
いる期間な
ど。

70件前後／
月。今のとこ
ろ、市から言
われている一
人15件で納ま
っている。1
月に10人くら
い、多い月で
20人くらい特
定高齢者があ
がってくる
が、事業につ
ながるのは1
割くらい。

―

b

介護に関わる
相談が多い。
最近は末期が
んの方の相談
が増えてい
る。一般施策
として配食サ
ービス、紙お
むつ、防水シ
ーツ、シルバ
ーカー、緊急
通報などだ
が、圧倒的に
多いのは配食
と紙おむつ。

（この問題に
対しては）一
番多いのは民
生委員からの
通報で、あと
は隣近所の
人、駐所から
の通報が多く
なっている。

―

2号被保険者
で障害を持つ
人のデイサー
ビス。ショー
トステイが全
般に少ない。

基本チェック
リストの制限
がゆるやかに
なってきて、
ここにも毎月
30人前後来る
が、サービス
につながる人
は少ない。

―

c

介護保険のこ
とから一般施
策の判定も行
っているの
で、非常に多
岐にわたって
いる。一般施
策の判定業務
と介護保険に
つなげるよう
な相談が一番
件数としては
多い。

都営団地の建
て替えに際し
て一人自殺を
してしまった
ケースがあっ
た。それから
地域で食事会
をしていると
ころに出か
け、包括の
PRをするよ
うになった。

―

情報を集約し
ておく機関な
りがあるとよ
い。

介護予防は一
人あたり20件
くらい担当し
ている。一人
の職員が持て
るケース数が
どれくらいで
あれば適切な
のか、検討し
なくてはなら
ない時期に来
ている。

介護保険全般
と一般施策に
関する相談が
多い。また、
入退院に関す
る相談が多い
認知症を持っ
ている人に病
院情報を提供
することも。

d

8割方介護保
険がらみの相
談。申請をし
たい。更新を
したいなど。
要支援の相談
も含んでい
る。

―

精神病が絡ん
だケースがほ
とんど。受診
できていない
ケースが多い
ので、まず医
療や保健所
（保健師）に
つなぐように
する。概して
制度に「のっ
てこない」ケ
ースが困難ケ
ースといえ
る。

一部の先生し
か、包括の業
務に協力的で
ない。クリニ
ックや病院と
いう医療の場
から出ようと
しない。

―

ごみ出しのト
ラブル・近所
とのトラブル
などの相談が
あるが、包括
が直接介入す
るのは、老々
世帯などのケ
ースである。

e

介護保険に関
するものが最
も多い。それ
に加え、ケア
マネは包括を
通さずに頼め
ることがわか
ってきたので
それに関する
相談もある。

孤独死は、今
年度はない。
徘徊は、弁当
を届けたが不
在、事業者か
ら通報が入っ
てくる（公
的・民間含
む）。、徘徊探
知機の設置の
相談が今年度
5件。

―

往診してくれ
る医者。あと
は、在宅での
精神疾患のサ
ポート体制を
とってくれる
機関。

落ち着いてい
る。直近では
85件行ってい
て、自前は48
件、委託は37
件で60％くら
いは自前。委
託しているケ
ースも少しず
つ増えてきて
いる。

―

f

介護保険関係
の相談が多
い。予防に限
らず、給付に
関する相談も
ある。あとは、
入院している
人が、在宅生
活に向けてど
のようにした
らよいかとい
った相談もあ
る。

ごくたまに、
よその地域か
ら当該エリア
に徘徊できて
通報に至ると
いうことがあ
る。孤独死は
当該エリアで
はないが、市
内ではあると
いうことを聞
く。

一人暮らしの
高齢者で認知
症が進み生活
がうまくいか
なくなったよ
うなケース。
これにお金が
ないなどの場
合が対応困
難。

―

うちは件数が
少ないので、
立ち上げ時か
ら落ち着いて
しまってい
る。もう少し
しなくてはと
感じている。
委託数もかな
り少ない。予
防に対する意
識は高くなっ
てきたと感じ
る。

なんでもあり
の相談をうけ
ている。在支
と比べて、あ
えていえば権
利擁護に対す
る意識が変わ
ってきている
ように思う。

g

―

―

―

―

―

―

h

どういうふう
に関わってい
ったよいのか
とか、これで
いいのか確認
したいとかい
った相談がケ
アマネからあ
る。虐待の相
談も定期的に
ある。民生委
員からの精神
のケースや介
護保険の申請
相談も多い。
また認知症の
相談は相談の
中でも6-7割。

年に2-3件。
ヘルパーが訪
問したら亡く
なっていたと
か、おかしい
と思って訪問
したら亡くな
っていたな
ど。

対応困難ケー
スは、キーパ
ーソンが精神
的な問題を抱
えていたりす
るケース。こ
うしたケース
は年間で4ケ
ースくらい。

―

特定高齢者は
電話をしても
断られるしア
ポもとれない
しという状況
が重なってい
たが、介護予
防の教室が開
かれ、介護予
防の言葉が聞
かれるように
なってきた。

―

i

介護保険の手
続きや市の一
般施策などの
情報提供が多
い。地域にあ
る市の窓口の
ような相談が
多い。相談内
容としては、
地域のサービ
ス、活動の紹
介、自分の子
どもの相談な
どがある。個
人の問題、住
居の問題、配
食サービスな
ど。

孤独死は関わ
っているケー
スのみ把握。
徘徊について
は、市で徘徊
センサー、携
帯電話などの
紹介、軽い助
言情を行って
いる。

アルコール依
存の問題など
が絡んでいる
ケースある。

―

月約100件を
行っている。
その内の35件
を在宅支援セ
ンターに委託
し、65件を4
名で割り振っ
ている。た介
護予防の考え
方の啓発が必
要。また、医
師の理解の課
題もあげられ
る。

介護保険の手
続きや市の一
般施策などの
情報提供が多
い。地域にあ
る市の窓口の
ような相談が
多い。
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権利擁護事業

生活支援見守り
ネットワーク

介護保険以外の
一般施策との関
係

内部での連携

相談協力員とそ
の連携について

相談協力員以外
の連携について

a

権利擁護につ
いての相談そ
のものはな
く、状況を見
てこれはつな
がなくてはい
けない、とい
ったものがほ
とんど。

自治会、商店
会、民生委員、
老人クラブ、
銀行・郵便
局、セブンイ
レブンなどを
まわってい
る。自治会を
がんばってい
こうとしてい
る。

配食は徐々に
減っている。
民間は入りや
すく、利便性
がある。ただ、
市の配食は安
否確認にな
る。家の中ま
で入るのは、
おそらく民間
ではできな
い。

包括、老健、
クリニック、
居宅、ヘルパ
ーステーショ
ンがある。内
部では在宅3
部門で月1回
会議をしてい
る。

一人暮らしの
訪問調査に行
き、包括の連
絡先を置いて
きて、1時間
から1時間半
くらい時間を
かけてゆっく
り話をしてい
るようで、

民生委員の動
きがとても良
い。地域にず
っと住んでい
る人が多く、
あまり交替も
ない。（住民
の）受け入れ
もよい

b

虐待は10件く
らい。

―

民間の配食サ
ービスもずい
ぶん参入して
おり、必ずし
も市の配食サ
ービスがよい
とは限らな
い。市の場合
は必ず安否確
認とセットに
なっている。

―

一人暮らしの
訪問調査に行
ってもらって
いる。民生委
員がもう少し
早い時期に訪
問していて、
そのときに相
談協力員の訪
問調査を希望
した人が対
象。相談協力
員さんは皆さ
んお忙しい方
が多い。

担当エリアに
唯一派出所が
あるが、そこ
のお巡りさん
が地域新聞を
作ったりと活
躍している。

c

―

商店街などを
周り、包括の
情報を流して
いる。また、
老人クラブに
も顔を出すよ
うにしてい
る。

―

包括以外の他
の事業と場所
も窓口も共同
で、フォロー
をしてもらっ
たり、権利擁
護の際などの
ケアマネの支
援もできてい
る。月に一回
全体会と、ケ
ースカンファ
レンス

包括の広報／
PRを主に担
ってもらって
いる。８名お
り、うち４名
は協力会員、
残り４名は民
生委員。長年
やられている
方が多く、地
域住民との関
係性もできて
おり、サービ
スにつながる
可能性が高
い。

特定の自治
会・町内会と
の密な連携は
あるところ、
まったく縁が
ないところが
ある。民生児
童委員とよく
連携をとって
いる。NPOは
とは、ボラン
ティア祭りに
顔をだし、つ
ながりをつけ
る。個々に医
者と連携を取
ることも。

d

訪問販売のト
ラブルが去年
から増えてき
た。季節とし
ては夏が多
い。また、虐
待が散見され
る。

見守りという
よりは、ほぼ
PR活動とい
える。月10件
くらいに回り
PR活動を行
っている。地
域の商店など
が中心。

―

月1回事業所
内でミーティ
ングを持って
おり、情報交
換をしてい
る。

一人くらし調
査を手伝って
もらうのが大
きなイベン
ト。その他は
PR活動であ
る。また、地
域ケア会議・
ケアマネ交流
会に出席をし
てもらってい
る。

―

e

ヘルパー事業
所から、ネグ
レクトの相談
が多い。クー
リングオフの
対応などもし
ている。成年
後見について
は申し立てを
したことがな
く、手探りの
状態。日常生
活自立支援事
業は有効であ
る。

お客さんを増
やすことにな
るが情報過
多。

緊急通報シス
テムは受け付
けるがその後
は関わらな
い。配食は見
守りの機能は
持っている。
実際に連絡を
いただく側か
らすると少な
からずあると
思う。

―

4名。民生委
員は入ってい
ない。意識は
あるが忙しい
人が多いので
PR事業に積
極的に参加し
てもらってい
るという状況
ではない。一
人暮らしの高
齢者の訪問
と、研修の2
つの事業は最
低限やること
になってい
る。

地域センター
でのイベント
の参加で、民
生委員のうち
の一人が実行
委員長をやっ
ていて、こち
らはうまくい
っている。

f

認知症の一人
暮らしの方
で、金銭管理
の相談や、悪
徳商法がらみ
の相談が増え
てきているよ
うにやや思
う。虐待は年
に5.6件ある
かないか。他
に悪徳商法が
1件あった

一時よりは落
ち着いた。一
時は3-5件／
月あって、最
近は1件2件。
去年くらいか
ら自治会や老
人会にテコ入
れしている。
今後の活動を
どうしていく
のか課題。

―

―

4名いる。一
人暮らし調査
をやっていた
だくのと、集
まるのが精一
杯。いろいろ
な活動をして
いる方で忙し
いよう。

民生委員がこ
のエリアで17
名。合同会議
を年2回持っ
ている。あと
は関わりが強
い地域組織は
老人クラブ。
情報提供と
PR。あと出
前講座をす
る。

g

虐待の問題
で、継続して
動いているの
が2-3件。金
銭管理につい
ては、今は社
協の日常生活
自立支援事業
で保証人が立
つ前にやって
くれるので助
かっている。

最近は自治会
や老人会で
PRさせても
らっている。
また、福祉セ
ンターでの福
祉祭りでPR
している。通
報件数でいう
と、1月3-4人
だが、以前は
1人あるかな
いかで増えて
いる。

―

居宅1、デイ2、
小規模多機能
（3月から）、
ヘルパーステ
ーション1、
訪問看護ステ
ーション1、
の全体の会議
を毎月1回や
っていて、状
況と課題を話
し合う機会を
設けている。

6名。民生委
員は入ってい
ない。ボラン
ティア経験者
がほとんど。
募集して市の
ほうで決定す
る。専門家で
はないから見
守りはお願い
はできない。
一人暮らしの
訪問調査をや
っている。

民生委員との
連携では、こ
の地域ではよ
く動いてくれ
る方が多く、
困難といわれ
るケースにつ
いても協力し
ながらすすめ
ている。

h

地域権利日常
生活自立支援
事業につなげ
る人は3-4人
いる。後見人
でサポートセ
ンターに連絡
をする人もい
る。借金で相
談に来て専門
機関につない
だ人もいる。
虐待が多いの
が特徴。

商店街や医
院・クリニッ
ク、銀行、美
容院などに行
ってPRする。
予防事業の声
かけもなる。
見守りネット
は本当に大事
なんだなとこ
の1年半感じ
ている。通報
は2件-4件。

相談の数で
は、件数的に
は多くて合計
すると90件／
月。決まるの
は多くなく、
配食などに関
しては、民間
業者を紹介す
ることもある

利用者が入院
したとか、退
院後こちらで
相談を受ける
という場合に
は連携があ
る。

相談協力員が
6名で、うち
民生委員が4
名。民生委員
の情報がすぐ
上がってく
る。相談協力
員と民生委員
が兼ねている
ということを
民生委員の会
長会に出して
ほしかったと
後で言われ
た。

自治会は会議
に生活支援見
守りネットワ
ーク担当が参
加している。
厳しい自治会
だといろいろ
な質問が出
る。最近は話
がしやすくな
った。

i

（虐待は）月
１、２件程度
あり。社会福
祉士が担当し
ている。成年
後見人制度や
日常生活自立
支援事業など
を援用してい
るが、使いに
くい。また、
金融関係から
の依頼もあ
る。

―

―

月に一回施設
全体の会議が
あり。その他
に在宅部門で
月に一回あ
り。ケース検
討、情報共有
の場。

相談協力員
は、現在計４
名。その内、
民生委員が２
名。市民の会
２名。相談協
力員は市で割
り当てられ、
主にＰＲをし
てもらう。

ひだまりサロ
ンとふれあい
給食。ともに
社会福祉協議
会の事業。参
加している人
が今後支援を
必要とすると
考えている。
協力している
自治会と協力
していない自
治会がある。
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1

連携の取れてい
ない組織や人に
対しての働きか
け

外部との連携を
していくにあた
っての課題

市との連携にお
ける課題

地域ケア会議に
ついて

その他

a

今は自治会を
がんばってい
こうとしてい
る。他には商
店会、民生委
員、老人クラ
ブ、銀行・郵
便局、セブン
イレブン

―

市の大きな方
針がなかなか
伝わってこな
い。各支援セ
ンターのやり
方になってし
まう

ばらばらにケ
ア会議を開い
ているが、ケ
アマネもどれ
に出るか迷っ
ている。

―

b

商店、コンビ
ニ、病院、地
域福祉センタ
ー、老人会を
中心に回って
いる。また病
院に極力声を
かけるように
している。老
人会などに悪
質商法の注意
を呼び掛けた
りする。

派出所以外の
交番は交代勤
務だし、個人
情報のことが
あるので連携
がとりづら
い。自治会長
も個人情報の
関係や、1年
ごとに交替す
るので連携を
とれていない

相談ケースに
よっては生活
保護の方もい
るので生活福
祉課と関わる
ことがある。
縦割りなの
で、横に並ん
でいても情報
の行き来がな
い。

入院機関のあ
る病院に声を
かける。包括
になってから
会議に参加し
てくれる医療
相談員が増え
てきた。

通報が来て何
らかの対応を
したことを大
まかには返す
が、向こうは
もっと詳しい
ことを求めて
いる。そこを
密にやりとり
できて地域の
連携ができる
のではという
声がある。

c

今年度は「金
融機関」と連
携を図るよう
にしていく予
定である。

自治会長は毎
年変わるの
で、持ってい
る情報も無く
なってしま
う。また個人
情報の絡みで
連携がむずか
しという現実
もある。

―

―

―

d

―

―

介護保険課・
高齢福祉課・
生活福祉課が
市の中で連携
が取れていな
い。縦割りの
弊害を感じ
る。

相談協力員に
も出てもらっ
ている。内容
としては、
「消費者被害」
「うつ・とじ
こもり」「日
常生活自立支
援事業」など

課題1.包括の
業務の広さ。
2.多問題ケー
スをどこにど
うつなげてい
くのか。3.貧
困が絡んでい
るケース、特
に生活保護ま
ではいかない
が、お金がな
いといういわ
ゆる「境界ケ
ース」。4.認
知症・精神病
をもっている
アプローチの
難しいケー
ス。

e

ターミナルで
の在宅での対
応のため医師
との連携をと
ることが課
題。コンビニ
も含めて商店
街とのネット
ワークを作っ
ていかないと
いけないと思
っている。

コンビニは意
識のあるオー
ナーが店にい
ればよいが、
そうでないと
連携がしづら
い。

―

―

―

f

町内会･自治
会との関係づ
くりをやりは
じめている。

自治会長が毎
年変わった
り、受け入れ
が悪かったり
する。自治会
とは名ばかり
で活動ができ
ていないとこ
ろが結構多い

積極的かどう
かはわからな
いが受け入れ
は悪くなく、
聞いてはくれ
る

―

3職種いて、
それぞれに今
は同じような
活動をしてい
るが、それが
よいのか、そ
れとも専門性
を強くしたほ
うがよいの
か、と思って
いる。

g

―

民生委員の後
任がいない

高齢福祉課は
一緒にやって
いるという感
じなのに対
し、他の課は、
対等な関係で
やっていると
いう感じがし
ない。

―

相談を受けた
後に誠実に対
応していくと
いうところが
大事。相談受
けて全部お任
せくださいと
いう一方的な
関係ではな
く、個人情報
も配慮しなが
らどうやって
地域住民とど
う支えていけ
るかという協
力体制をとれ
るか。関係を
切らずにつな
げていくよう
な支援のあり
方ができたら
よいと思う。

h

ボランティア
グループにも
う少しいろい
ろPRしたり、
包括がボラン
ティアグルー
プのことを理
解していった
りしていきた
い。

―

市で横のつな
がりがあると
いい。

―

―

i

―

地域住民が知
り得た個人情
報をどの程
度、秘密保持
させられる
か、専門職と
して葛藤があ
る。

業務が多すぎ
る。また、地
域住民への事
業のＰＲをし
てほしい。期
待されている
役割が大きす
ぎる。

認知症の勉強
会を昨年度は
3回行った。

行政とは別に
法人の問題と
して、人材の
定着がある。
昨年度の開所
時から残って
いるスタッフ
は、市川氏の
み。


